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Ⅰ 秋田県の紹介
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１ 秋田県の概要

秋田県に関する主なデータ

①面積 11,637.5㎢（全国６位）

②人口 939,267人（R3.8.1現在）

③県内総生産 3兆5,206億円（名目、H30）

第１次産業 1,198億円（ 3.4%）
第２次産業 8,083億円（23.0%）
第３次産業 2兆6,087億円（74.1%）

④持ち家比率 77.3%（H30、全国１位）

⑤刑法犯認知件数（人口千人当たり） 2.24件（R元、全国47位）

⑥全国学習状況調査（R3年度）

小学校 国語 全国１位 算数 全国６位
中学校 国語 全国２位 数学 全国３位

H19年度の調査開始以降、連続トップクラス
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２ 本県人口の推移と将来推計
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人口ピーク
昭和31年(1956年)

一時持ち直し
昭和49年(1974年)
～昭和56年(1981年)

終戦
昭和20年
(1945年)

社人研推計値

昭和 平成

(年、西暦)

100万人割れ
平成29年(2017年)

令和

「日本の地域別将来推計人口」による本県の将来推計人口

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

1,023,119 955,838 885,285 814,295 744,014 672,617 601,649

※国立社会保障・人口問題研究所 2018.3.30発表

2015年（平成27年）は国勢調査による実績値

952 （令和2年10月）



３ ふるさと秋田元気創造プランの概要

戦略1 戦略2

戦略3 戦略4

戦略5

施 策 施 策

施 策 施 策

施 策

戦略６

施 策
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若者の定着や地域の活力維持に関する取組の状況 産業の振興に関する取組の状況

※掲載内容は令和3年4月にとりまとめたものです。



農林水産業の振興に関する取組の状況 観光・文化・スポーツの振興に関する取組の状況
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※掲載内容は令和3年4月にとりまとめたものです。
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健康づくりや医療・福祉の充実に関する取組の状況 教育・人づくりに関する取組の状況

※掲載内容は令和3年4月にとりまとめたものです。



４ 新型コロナウイルス感染症への対応

新型コロナウイルス感染症の拡大防止及び県内経済の回復に向けて、令和３年度は９月補正までに総額368億円

（予備費対応を含む）を計上し、感染状況に応じた機動的な対策を実施

１．医療提供体制の整備 181.4億円

・ＰＣＲ検査機器の整備等による検査体制の整備・強化
・受診相談センター（コールセンター）の設置・運営
・診療・検査医療機関（外来等）の設置整備に対する支援
・患者受入れ医療機関の入院設備等の整備に対する支援
・患者の医療費や行政検査に要する費用の負担
・濃厚接触者等の健康管理や相談業務等を担うフォローアップセンターの設置
・入院患者を受け入れる医療機関の空床補償
・入院患者を受け入れる医療機関に対する応援金の支給
・軽症者を受け入れる宿泊療養施設の設置・運営
・クラスター発生時に現地で支援を行う医療チームの派遣
・ワクチンの集団接種に医療従事者を派遣する医療機関への経費助成
・地域外来・検査センター（仮設診療所）の設置・運営
・自宅療養者の発生に備えた医療機器や食料品等の発送体制の整備 等

２．感染症予防対策等 37.8億円

・介護・障害福祉サービス事業所等の感染拡大防止対策への支援
・児童福祉施設等における感染予防体制の整備
・県立学校等におけるオンライン学習・ＩＣＴ環境の整備
・介護施設等での感染症発生時の職員派遣に対する応援金等の支給
・県有施設における感染拡大防止に要する機器等の整備
・公共交通（バス・鉄道・空港）の感染拡大防止対策への支援
・企業等のリモートワーク環境の整備に対する支援
・繁華街の従業員を対象とした集中的な検査の実施
・感染拡大により修学旅行が中止になった場合のキャンセル料の支援
・感染防止対策を実施する飲食店の認証 等

Ⅰ 感染拡大防止策と医療提供体制の整備 219.2億円 Ⅱ 雇用の維持と事業の継続、県内経済の下支え 137.1億円

Ⅲ 経済活動の回復・地方創生に向けた新たな取組 11.7億円

１．事業継続や雇用維持等への対応、生活支援 137.1億円

・無利子・無保証料の融資枠の設定
・緊急小口資金の特例貸付
・雇用の維持に対する支援金の支給
・住民税非課税世帯と子育て世帯を対象とした商品券の配布
・プレミアム宿泊券の発行
・県産農畜水産物や県産品の消費喚起
・秋田米の生産・販売体制の強化に向けた支援
・スマート技術などを活用した農業の省力化や効率化に必要な設備の導入に対する助成
・交通事業者やレンタカー、自動車運転代行事業者等の事業継続に向けた支援金の支給
・飲食店の事業継続に向けた支援金の支給
・漁業経営継続のための種苗生産施設の整備に対する支援 等

１．収束後を見据えた経済活動の回復 4.4億円

・特色ある資源を活用した体験型観光の商品化支援
・コメ加工品の国内外への販売拡大に向けた施設整備支援
・事業者のデジタル化推進に向けた取組への支援 等

２．地方創生に向けた新たな取組 7.3億円

・ワーケーション推進のための環境整備
・若者や女性の県内就職促進に向けた情報発信・支援
・県内企業のM&Aに対する支援 等
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５ 秋田米新品種「サキホコレ」いよいよプレデビュー！

令和４年度の本格デビューに先駆け、令和３年秋から秋田県内や首都圏を中心とした先行
販売やキャンペーンを展開します。店頭で見かけた際は是非お手にとってご賞味下さい！
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Ⅱ 財政状況
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R２ R３ 増減

一般会計新規発行債 804 878 74
うち臨財債 170 280 110

うちその他 634 598 △ 36

借換債（※） 601 428 △ 173

 新規発行債＋借換債 1,405 1,306 △ 99
※借換債は公債費管理特別会計で対応している。

（単位：億円）

１ 令和３年度一般会計予算（６月補正後）の概要
（歳入）

・令和３年度一般会計（６月補正後）の歳入は、6,053億円（前年度比＋259億円）

・前年度と比較し県税が減少した一方、県債、国庫支出金及び地方交付税等が増加
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地方交付税
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（うち臨財債170） （うち臨財債280）

【県税】・・・871億円 △43億円（△4.7％）

・新型コロナウイルス感染症に伴う企業業績の落ち込み等による法人
事業税の減収（△36億円)、給与支給額の減等による個人県民税の
減収（△5億円）などが見込まれる。

【地方交付税】・・・1,986億円 ＋45億円（＋2.3％）
（臨時財政対策債を含めた実質的な交付税

・・・2,266億円 ＋155億円（＋7.3％））

・新たな財政需要や地方財政措置による基準財政需要額の増等によ
り、実質的な交付税の増が見込まれる。

【県債】・・・878億円 +74億円（+9.2％）

年度

13

※令和3年度当初予算は4月に知事選を控えていたため、義務的経費等を中心とした骨格予算で編成されていたこと
から、実質的な当初予算である6月補正後の内容で記載している。



２ 令和３年度一般会計予算（６月補正後）の概要
（歳出）

・令和３年度一般会計（６月補正後）の歳出は、6,053億円（前年度比＋259億円）

・前年度と比べ、投資的経費、人件費が減少した一方、社会保障関係経費や一般行政経費が増加
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【人件費】・・・1,397億円 △10億円（△0.7％）
・職員数の減による職員給与の減（△8億円） 等

【公債費】・・・955億円 △4億円（△0.4％）
・低利率での借入による利子の減（△2億円） 等

【社会保障関係経費】
・・・816億円 ＋88億円（＋12.1％）

・新型コロナウイルス感染症対策事業（医療体制確保関係）（＋53億円）
・介護給付費負担金（＋3億円） 等

【投資的経費（公共＋その他）】
・・・1,199億円 △81億円（△6.3％）

・地方道路交付金事業（△31億円）、企業立地促進助成事業（△12億円）、
能代科学技術高等学校整備事業（△12億円） 等

【一般行政経費】
・・・1,686億円 ＋266億円（＋18.7％）

・経営安定資金貸付事業（＋84億円）
・新型コロナウイルス感染症対策事業（医療体制確保関係）（＋41億円）
・新型コロナウイルス対策生活応援事業（＋36億円） 等

億円

年度
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※令和3年度当初予算は4月に知事選を控えていたため、義務的経費等を中心とした骨格予算で編成されていたこと
から、実質的な当初予算である6月補正後の内容で記載している。
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県 税
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（単位：億円）

年 度 H28 H29 H30 R元 R2

合 計 6,051 6,008 6,071 5,916 6,862

うち自主財源 2,391 2,335 2,160 2,012 2,471

うち依存財源 3,660 3,673 3,911 3,904 4,391

３ 普通会計決算の推移（歳入）

億円
令和２年度の歳入決算額は6,862億円となり、対前年度946億円（16.0％）の増

6,0716,0086,051 5,916

6,862
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４ 普通会計決算の推移（歳出）
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令和２年度の歳出決算額は6,672億円となり、対前年度857億円（14.7％）の増

※表示単位未満を四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

5,9805,9105,959

6,672

5,815

（単位：億円）
年 度 H28 H29 H30 R元 R2

義務的経費 2,452 2,420 2,441 2,387 2,376
人件費 1,374 1,384 1,356 1,352 1,343
公債費 1,012 969 1,019 967 965

投資的経費 1,138 1,223 1,363 1,441 1,508
普通建設事業費 1,118 1,181 1,215 1,299 1,458

その他経費 2,369 2,267 2,177 1,987 2,788
補助費等 1,233 1,228 1,154 1,142 1,406
貸付金 770 626 554 423 854
合 計 5,959 5,910 5,980 5,815 6,672
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５ 人件費及び職員数の推移

※人件費（退職手当を除く）は、普通会計決算額。職員数は、職員給与実態調査（県人事委員会）による。

・平成８年度から行財政改革による職員数の縮減等を進め、人件費は年々減少。

・平成19年11月から平成22年３月まで、給与の臨時的な抑制措置を実施。
（削減効果額 約77億円）

・平成24年11月から平成25年６月まで、「緊急的な経済・雇用対策」の財源として活用するため、

給与の臨時的な抑制措置を実施（削減効果額 約13億円）。

・加えて、平成25年７月から平成26年３月まで、国要請による給与減額措置を実施。
(削減効果額 約29億円)
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人

年度

職
員
数

知事部局等 4,270 4,197 4,181 4,103 4,010 4,040 3,932 3,730 3,642 3,424 3,282 3,258 3,176 3,139 3,106 3,094 3,067 3,095 3,098 3,090

教育委員会 11,098 10,885 10,701 10,497 10,285 10,163 10,009 9,750 9,604 9,471 9,158 9,015 9,008 8,861 8,700 8,571 8,412 8,177 8,028 7,876

警察本部 2,221 2,218 2,232 2,225 2,250 2,245 2,241 2,221 2,245 2,218 2,194 2,194 2,232 2,244 2,242 2,241 2,246 2,261 2,237 2,252
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６ 普通建設事業費の推移

※普通会計決算額。
表示単位未満を四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

・バブル経済が崩壊した平成４年度以降、国の経済対策と歩調を合わせて、積極的に社会資本整備を
実施（平成８年度のピーク時で3,380億円の決算規模）。
・行政改革大綱の策定（平成11年３月）以降、「選択と集中」や「費用対効果」の観点から、投資事業の重
点化を図り、県債発行額の抑制を図っている。

18
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７ 県債の発行状況

・平成11年３月の行政改革大綱策定以降、投資事業の重点化に努めた結果、臨時財政対策債を含めた県
債の新規発行額は減少傾向にある。
・平成30年度以降の増は、大雨災害の復旧工事や防災対策、公共施設等の長寿命化、国土強靱化に要す
る事業のほか、新型コロナの影響による減収補填債の発行（令和２年度）等に伴うものである。

※一般会計
※R2年度までは決算額、R3年度は６月補正予算後現計（R2年度からの繰越分を含まず）
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８ 公債費の推移

年度※一般会計
※R2年度までは決算額、R3年度は６月補正予算ベースの見込。
※一時借入金利子を含まず、満期一括償還債の償還のための減債基金への積立を含む。

・バブル崩壊後の国の経済対策に歩調を合わせた積極的な社会資本整備に伴い、平成15年度ま
で公債費が増加してきた。
・その後、臨時財政対策債以外の県債発行の抑制に努めてきたこと等から、平成19年度以降は
1,000億円程度で横ばいとなっている。
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９ プライマリーバランスの状況
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・臨時財政対策債を除くプライマリーバランスは、行財政改革の推進により平成15年度以降黒字で推
移してきたが、令和元・２年度は平成29年度に発生した大雨災害の復旧工事や国土強靱化に要する
事業のほか、新型コロナの影響による減収補填債の発行（令和２年度）等に伴い赤字となった。

年度

※R２年度までは決算額、R３年度は６月補正予算ベースの見込。
※プライマリーバランスは、通常、県債の元利償還金から県債収入を差し引いたものを指すが、本県で
はより厳しく、県債の元金償還額から県債収入を差し引いた額を指標としており、この値が黒字である
場合は、県債残高の減少を意味する。
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・バブル崩壊後の積極的な社会資本整備や、平成13年度から始まった臨時財政対策債の発行により、
県債残高は平成24年度まで増加を続けていたが、近年は減少傾向にある。
・令和元・２年度は、大雨災害の復旧工事や国土強靱化に要する事業のほか、新型コロナの影響に
よる減収補填債の発行（令和２年度）等に伴い臨時財政対策債を除いた県債残高が微増している。
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3

臨時財政対策債

臨時財政対策債以外

億円

10 県債残高の推移

年度※一般会計
※R2年度までは決算額、R3年度は６月補正予算ベースの見込額(R2年度からの繰越分を含まず)。
※満期一括償還債に係る償還額見合いの減債基金積立金は、県債残高から控除していない。 22
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11 財政２基金の年度末残高の状況・推移

※R2年度までは決算額、R3年度は６月補正予算ベースの見込額
なお、表示単位未満を四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

※減債基金には、満期一括償還債の償還のための積立を含んでいる。

・行財政改革の強力な推進などにより、平成15年度末までは、基金残高550億円程度を確保していたが、

「三位一体改革」による地方交付税の大幅削減等により、基金残高は平成16年度以降減少した。

・基金残高が300億円台となった平成19年度以降は、リーマンショック時の経済雇用対策や「ふるさと秋田

元気創造プラン」に基づく施策・事業を着実に推進しつつ、将来の安定的な財政運営に備えるため、財

政２基金の一定額の残高確保に努めている。

年度
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12 健全化判断比率等

（単位：％）

　　※括弧内は前年度数値
（単位：％）

　　※括弧内は前年度数値
◆実質公債費比率（％） ◆将来負担比率（％）

 H28 H29 H30 R元 R２ H28 H29 H30 R元 R２
単年度 13.7 11.8 14.6 12.9 14.2 249.3 254.7 256.9 260.2 251.7
3カ年平均 13.6 13.0 13.3 13.1 13.8

◆経常収支比率（％） ◆財政力指数（3カ年平均）

H28 H29 H30 R元 R２ H28 H29 H30 R元 R２
93.3 92.3 93.0 93.7 93.4 0.30876 0.31526 0.31248 0.31752 0.32157

健全化判断比率（令和２年度）
実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

秋田県 －　（－） －　（－） 13.8　（13.1） 251.7　（260.2）
都道府県平均(速報) －　（－） －　（－） 10.2　（10.5） 171.3　（172.9）
早期健全化基準 3.75 8.75 25.0 400.0
財政再生基準 5.00 15.00 35.0

資金不足比率（令和２年度）
電気事業会計 －　（－）
工業用水道事業会計 －　（－）

工業団地開発事業特別会計 －　（－）
秋田港飯島地区工業用地整備事業特別会計 －　（－）

下水道事業会計 －　（－）
港湾整備事業特別会計 －　（－）
能代港エネルギー基地建設用地整備事業特別会計 －　（－）

11
12
13
14
15
16

H28 H29 H30 R元 R２

単年度

3カ年平均

235
240
245
250
255
260
265
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H28 H29 H30 R元 R２

0.29

0.30
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0.32

0.33

H28 H29 H30 R元 R２
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◇秋田県13.8%
（前年度から0.7ポイント悪化）
全国順位 ： 低い方から43位

13.8%

19.6%

1.4%

5.5%

実質公債費比率（H30～R2年度の3カ年平均、速報値）
■ 最高値 ： 北海道 (19.6%)
■ 最低値 ： 東京都 ( 1.4%)

第２位 ： 島根県 ( 5.5%）
○ 全国平均（10.2%）

13 実質公債費比率

％

・平成11年度以降、県債の発行抑制に努めてきたこと等により、直近５カ年の実質公債費比率は
単年度で12～14％前後、３カ年平均では13％台で推移している。向こう５カ年も同水準で推移す
る見通しである。
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14 将来負担比率
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◇秋田県251.7%
（前年度から8.5ポイント改善）
全国順位 ： 低い方から42位

251.7%

337.3%

24.2%

将来負担比率（R2年度、速報値）
■ 最高値 ： 兵庫県 (337.3%)
■ 最低値 ： 東京都 ( 24.2%)
○ 全国平均（171.3%）

％

・標準財政規模の減少や、基準財政需要額として今後算入が見込まれる額の減少等により比率は
悪化傾向にあるが、地方債残高の縮減、職員数の縮減等、行財政改革に取り組んできた結果、将
来負担額は平成22年度決算額をピークとして、着実に減少してきている。
（将来負担額 平成22年度：１兆4,867億円 → 令和２年度：１兆4,092億円、5.2％の減）
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15 地方公社・三セク・損失補償等の状況

（単位：百万円）

地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

秋田県から
の出資金

秋田県が
債務保証・
損失補償を
付している
債務残高

地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

秋田県から
の出資金

秋田県が
債務保証・
損失補償を
付している
債務残高

1 公益財団法人 秋田県国際交流協会 6 1,252 750 0 17 株式会社 秋田県分析化学センター 57 899 409 0

2 公立大学法人 秋田県立大学 217 23,465 31,419 0 18
公益財団法人
秋田県生活衛生営業指導センター

0 10 2 0

3 公立大学法人 国際教養大学 35 4,155 1,393 0 19 公益社団法人 秋田県農業公社 △12 1,059 521 1,750

4 田沢湖高原リフト 株式会社 △50 158 179 0 20 公益社団法人 秋田県青果物基金協会 △4 808 240 0

5 株式会社 玉川サービス 1 12 5 0 21 株式会社 秋田県食肉流通公社 35 1,367 446 0

6 株式会社 秋田ふるさと村 △54 545 250 0 22 公益財団法人 秋田県栽培漁業協会 △55 631 250 0

7 十和田ホテル 株式会社 △20 87 100 0 23 公益財団法人 秋田県木材加工推進機構 2 628 300 0

8 株式会社 男鹿水族館 0 222 51 0 24 公益財団法人 秋田県林業公社 △2 21,346 10 6,948

9 秋田臨海鉄道 株式会社 41 657 180 0 25 公益財団法人 秋田県林業労働対策基金 △5 1,009 620 0

10 秋田空港ターミナルビル 株式会社 100 3,196 250 0 26 公益財団法人 あきた企業活性化センター 37 1,706 30 0

11 秋田内陸縦貫鉄道 株式会社 △184 182 116 0 27 一般財団法人 秋田県資源技術開発機構 △1 474 210 0

12 由利高原鉄道 株式会社 △96 33 39 0 28 秋田県土地開発公社 40 839 100 0

13 大館能代空港ターミナルビル 株式会社 17 840 149 0 29 株式会社 マリーナ秋田 2 70 13 0

14 公益財団法人 あきた移植医療協会 0 172 68 0 30 一般財団法人 秋田県建築住宅センター 1 117 10 0

15 地方独立行政法人 秋田県立療育機構 △18 2,528 3,580 0 31 公益財団法人 暴力団壊滅秋田県民会議 △0 597 300 0

16 地方独立行政法人 秋田県立病院機構 △700 △943 1,408 0 計 43,398 8,698

※令和２年度決算
※秋田県が、25%以上出資している法人又は財政支援を行っている法人を記載。
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工業用水道事業

秋田湾、秋田市御所野の
2地区、29社に供給

電気事業

鎧畑発電所など
16発電所を運営・管理

特別会計事業（公営企業法非適用）

港湾事業

重要港湾3港、地方港湾2港
を運営・管理

宅地造成事業

臨海2地区、内陸16地区の
工業団地分譲事業

下水道事業

2流域下水道と１特定環境保全
公共下水道を運営・管理

循環器・脳脊髄センター、
リハビリテーション・精神
医療センターを運営・管理

工業用水道 電気事業 下水道事業 港湾事業 宅地造成事業 秋田県立病院機構

R元 R２ 増減 R元 R２ 増減 R元 R２ 増減 R元 R２ 増減 R元 R２ 増減 R元 R２ 増減

収
益
的
収
支

収入 1,172 971 △201 4,193 4,933 740 2,532 8,037 5,505 618 586 △32 252 738 486 10,703 9,885 △818

支出 1,054 977 △77 3,131 3,086 △45 2,338 7,513 5,175 296 313 17 90 61 △29 11,298 10,585 △713

差 118 △6 △124 1,062 1,848 786 194 524 330 322 273 △49 162 678 516 △595 △700 △105

資
本
的
収
支

収入 0 3 3 0 131 131 5,966 2,470 △3,496 1,782 1,865 83 5,394 6,763 1,369 1,595 761 △834

支出 246 169 △77 1,228 2,591 1,363 5,449 3,420 △2,029 2,104 2,138 34 5,650 7,061 1,411 2,562 2,245 △317

差 △246 △166 80 △1,228 △2,460 △1,232 516 △951 △1,467 △322 △273 49 △256 △298 △42 △966 △1,483 △517

工業用水道事業など６事業を実施。

16 公営企業会計等の決算状況

企業会計事業 （独）秋田県立病院機構

(単位：百万円)

※表示単位未満を四捨五入しているため、計または増減額が一致しないことがある。 28
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Ⅲ 今後の財政見通し

30



１ 財政の中期見通し（令和３年6月）
・当初予算編成後、現行の諸制度を前提に、将来の歳入歳出を想定した 「中期見通し」を作成している。
・今後、社会保障関係経費等の増加が見込まれる中でも、様々な県政課題に対応するためには、徹底し
た事業の見直し等により、事業の重点化を図るとともに、プライマリーバランスの黒字を確保し、健全な
財政運営に努めていく必要がある。

31

※令和３年度当初予算は骨格編成のため、6月補正後に作成。
※実質県債残高は、県債残高から市場公募債の償還財源として減債基金に積み立てる額に相当する額を除いた残高。

（単位：億円）

予算額
伸率

(%)
予算額

伸率

(%)
予算額

伸率

(%)
予算額

伸率

(%)
予算額

伸率

(%)

871 △ 4.7 907 4.1 915 0.9 919 0.4 925 0.7

430 △ 0.7 449 4.4 459 2.2 468 2.0 476 1.7

139 △ 32.5 147 5.8 148 0.7 149 0.7 150 0.7

1,986 2.3 2,051 3.3 2,014 △ 1.8 1,984 △ 1.5 1,950 △ 1.7

970 23.3 763 △ 21.3 743 △ 2.6 718 △ 3.4 708 △ 1.4

878 9.2 798 △ 9.1 765 △ 4.1 728 △ 4.8 699 △ 4.0

691 11.8 562 △ 18.7 557 △ 0.9 553 △ 0.7 548 △ 0.9

5,965 4.6 5,677 △ 4.8 5,601 △ 1.3 5,519 △ 1.5 5,456 △ 1.1

3,803 1.7 3,768 △ 0.9 3,748 △ 0.5 3,727 △ 0.6 3,704 △ 0.6

1,397 △ 0.7 1,414 1.2 1,396 △ 1.3 1,393 △ 0.2 1,387 △ 0.4

955 △ 0.4 999 4.6 991 △ 0.8 987 △ 0.4 987 0.0

872 △ 0.2 907 4.0 895 △ 1.3 888 △ 0.8 886 △ 0.2

435 1.9 449 3.2 459 2.2 468 2.0 476 1.7

742 1.9 751 1.2 758 0.9 763 0.7 768 0.7

1,144 △ 5.6 1,172 2.4 1,129 △ 3.7 1,056 △ 6.5 1,006 △ 4.7

1,137 35.4 815 △ 28.3 800 △ 1.8 777 △ 2.9 764 △ 1.7

243 9.5 220 △ 9.5 221 0.5 221 0.0 222 0.5

6,053 4.5 5,820 △ 3.8 5,754 △ 1.1 5,665 △ 1.5 5,610 △ 1.0

12,675 2.4 12,567 △ 0.9 12,436 △ 1.0 12,277 △ 1.3 12,090 △ 1.5

8,401 4.4 8,394 △ 0.1 8,356 △ 0.5 8,240 △ 1.4 8,093 △ 1.8

国庫支出金

県  債

その他

県  税

地方消費税清算金

地方譲与税

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

臨財債除き

計

実質県債残高

政策的経費

その他

歳
　
　
　
　
　
入

歳
　
　
　
　
　
出

公債費

うち元金分

清算金交付金等

社会保障関係経費

投資的経費

計

うち一般財源

人件費

地方交付税



○財政２基金（財政調整基金・減債基金）の残高の確保

大規模災害への備えや、緊急を要する施策に臨機に対応するため、引き続き、残高

の確保に努める。

○県債残高の圧縮

標準財政規模に対し県債残高が比較的高い水準にあることから、県債償還額から

新規発行額を差し引いたプライマリーバランスの黒字化を図るなど、引き続き県債残

高の圧縮に努める。

２ 財政運営方針

・人口減少等による地方交付税の減少のほか、高齢化の進展に伴う社会保障関係経費の増加や

高止まりしている公債費等により、依然として厳しい財政状況にあるものの、財政２基金の確保や

県債残高の圧縮を行うなど、財政規律に配慮しつつ、人口減少を克服し、社会変革に柔軟に対応

する取組を進めていく。
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高質な田舎

自然や伝統を守りながら、地域の資源を
生かしたその土地ならではの産業が発達し
ているとともに、学力が高く健やかな子ども
たちや、仕事や生きがい活動に元気に取り
組む高齢者を始め、住民が豊かに暮らして
いる姿

秋田県総務部財政課

TEL 018-860-1104      FAX 018-860-3805

Mail Zaisei@pref.akita.lg.jp     Web http://www.pref.akita.lg.jp/

角館 武家屋敷男鹿半島のゴジラ岩

大曲の全国花火大会

なまはげ

国際教養大学 中嶋記念図書館

竿燈まつり


